
（単位：円）

番号
平成27年度

予算額
平成26年度

予算額
前年度予算額に
対する増減（△）

備考

1 Ⅰ．事業活動収支の部
2 １．事業活動収入
3 ① 会費収入
4  　定額会費収入 91,550,000 92,800,000 △ 1,250,000
5  　比例会費収入 156,100,000 146,100,000 10,000,000
6 ② 特定資産運用収入
7 　 特定資産利息収入 4,500,000 4,700,000 △ 200,000
8 ③ 入会金収入
9 　 入会金収入 10,400,000 10,400,000 0

10 ④ 事業収入

11  　受験料収入 18,040,000 16,000,000 2,040,000

平成２７年度予算書（収
支計算書ベース）に関す
る事項（以下「予算事
項」という。）３

12  　外務員登録手数料収入 11,000,000 12,000,000 △ 1,000,000
13   刊行物頒布等収入 510,000 1,000,000 △ 490,000 予算事項２

14 ⑤ 過怠金収入
15 　過怠金収入 0 0 0 予算事項４

16 ⑥ 雑収入
17 　 受取利息収入 0 0 0
18 　 雑収入 0 0 0
19 事業活動収入計 292,100,000 283,000,000 9,100,000
20 ２．事業活動支出
21 ① 事業費支出
22    調査・研究費支出 13,132,000 13,780,000 △ 648,000
23    業務資料発行費支出 15,620,000 15,380,000 240,000 予算事項２

24    広報･研修試験費支出 7,823,000 9,460,000 △ 1,637,000 予算事項２、３

25    外務員登録関係費支出 12,181,000 11,020,000 1,161,000 予算事項２、３

26    あっせん関係費支出 12,235,000 17,178,000 △ 4,943,000 予算事項４

27 　 役員報酬支出 14,640,000 14,630,000 10,000
28    職員給与支出 204,680,000 202,714,000 1,966,000
29    役員退職慰労金支出 0 0
30    退職給付支出 0 0 0
31    事務所賃借料支出 22,900,000 22,840,000 60,000
32    事務所施設費支出 400,000 400,000 0
33    その他事務管理費支出 22,396,000 25,507,000 △ 3,111,000
34 事業費支出計 326,007,000 332,909,000 △ 6,902,000
35 ② 管理費支出
36    総会・委員会費支出 3,810,000 3,810,000 0
37 　 役員報酬支出 7,480,000 7,470,000 10,000
38    職員給与支出 10,900,000 10,800,000 100,000
39    役員退職慰労金支出 0 0 0
40  　退職給付支出 0 0 0
41 　 事務所賃借料支出 3,137,000 3,125,000 12,000
42 　 事務所施設費支出 100,000 100,000 0
43 　 その他事務管理費支出 16,772,000 16,660,000 112,000
44 管理費支出計 42,199,000 41,965,000 234,000
45 事業活動支出計 368,206,000 374,874,000 △ 6,668,000
46 事業活動収支差額 △ 76,106,000 △ 91,874,000 15,768,000
47 Ⅱ．投資活動収支の部
48 １．投資活動収入
49 ① 特定資産取崩収入
50 　 預り預託金充当資産取崩収入　 30,000,000 30,000,000 0
51    過怠金積立資金取崩収入 12,235,000 17,178,000 △ 4,943,000 予算事項４

52    自主規制事業実施積立資金取崩収入 346,978,600 342,717,742 4,260,858
53 　 役員退職慰労引当資産取崩収入 0 0 0
54 　 退職給付引当資産取崩収入 0 0 0
55 ② 敷金・保証金戻り収入
56 　 敷金戻り収入 0 0 0
57 投資活動収入計 389,213,600 389,895,742 △ 682,142

平成２７年度予算書（収支計算書ベース）
平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで

科目



番号
平成27年度

予算額
平成26年度

予算額
前年度予算額に
対する増減（△）

備考科目

58 ２．投資活動支出
59 ① 特定資産取得支出
60 　 預り預託金充当資産取得支出　 40,000,000 40,000,000 0 予算事項５

61    過怠金積立資金取得支出 0 0 0 予算事項４

62    自主規制事業実施積立資金取得支出 227,882,600 210,921,742 16,960,858
63 　 役員退職慰労引当資産取得支出 1,616,000 1,616,000 0
64 　 退職給付引当資産取得支出 11,084,000 10,484,000 600,000
65 ② 固定資産取得支出
66 　 建物付属設備取得支出 0 0 0
67 　 什器備品取得支出 0 0 0
68 　 ソフトウエア取得支出 12,525,000 5,000,000 7,525,000
69 ③ 敷金・保証金支出
70 　 敷金支出 0 0 0
71 投資活動支出計 293,107,600 268,021,742 25,085,858
72 投資活動収支差額 96,106,000 121,874,000 △ 25,768,000
73 Ⅲ．財務活動収支の部
74 １．財務活動収入
75      預り預託金収入
76     　  預り預託金収入 40,000,000 40,000,000 0
77 財務活動収入計 40,000,000 40,000,000 0
78 ２．財務活動支出
79 ① 預り預託金返還支出
80         預り預託金返還支出 30,000,000 30,000,000 0 予算事項５

81 ② リース債務支出

82
　ｺﾝﾋﾟｭﾀｰ、ｻｰﾊﾞ（什器備品）
ﾘｰｽ債務支出

0 0 0

83 財務活動支出計 30,000,000 30,000,000 0
84 財務活動収支差額 10,000,000 10,000,000 0
85 Ⅳ．予備費支出 40,000,000 40,000,000 0
86 当期収支差額 △ 10,000,000 0 △ 10,000,000
87 前期繰越収支差額 10,000,000 10,000,000 0 予算事項1

88 次期繰越収支差額 0 10,000,000 △ 10,000,000



 

平成２７年度予算書（収支計算書ベース）に関する事項 
 
１ 平成２６年度予算額欄の前期繰越収支差額は、平成２６年６月１８日に開催された第

２５回通常総会において決議された平成２５年度収支計算書による平成２５年度決算額

欄の次期繰越収支差額を計上している。 
 
２ Ⅰ 事業活動収支の部 ２．事業活動支出 ① 事業費支出 業務資料発行費支出及

び広報・研修試験費支出並びに外務員登録関係費支出のうち、Ⅰ 事業活動収支の部 １．

事業活動収入 ④ 事業収入 刊行物頒布等収入に見合う印刷費については、事業量増加

に伴う刊行物頒布等収入の増加に応じて支出を増額することができる。 
増額を行った場合には、平成２７年度収支計算書上、その旨を明記する。 

 
３ Ⅰ 事業活動収支の部 ２．事業活動支出 ① 事業費支出 広報・研修試験費支出

及び外務員登録関係費支出のうち、Ⅰ 事業活動収支の部 １．事業活動収入 ④ 事業

収入 受験料収入に見合う試験実施費については、事業量増加に伴う受験料収入の増加に

応じて支出を増額することができる。 
増額を行った場合には、平成２７年度収支計算書上、その旨を明記する。 

 
４ Ⅰ 事業活動収支の部 ２．事業活動支出 ① 事業費支出 あっせん関係費支出に

ついては、業務量の増加による業務委託負担金の増加に応じて支出を増額することができ

る。増額を行った場合には、平成２７年度収支計算書上、その旨を明記する。 
また、増額を行う場合の財源措置として、過怠金積立資金額を上限として、Ⅱ 投資活

動収支の部 １ 投資活動収入 ① 特定資産取崩収入 過怠金積立資金取崩収入の増

額を行う。並びに、Ⅰ 事業活動収支の部 １．事業活動収入 ⑤ 過怠金収入 過怠金

収入があった場合には、Ⅱ 投資活動収支の部 ２ 投資活動支出 ① 特定資産取得支

出 過怠金積立資金取得支出を増額する。 
これらの増額を行った場合には、平成２７年度収支計算書上、その旨を明記する。 

 
５ 「会員の預託金の額、預託方法等について」（平成元年８月８日理事会決定）に規定す

る預託金の取扱について、下記（１）及び（２）の事由により支出を増額することができ

る。 
増額を行った場合には、平成２７年度収支計算書上、その旨を明記する。 

（１） Ⅱ 投資活動収支の部 ２．投資活動支出 ① 特定資産取得支出 預り預託金

充当資産取得支出において、以下の理由により支出が増加した場合 
① 平成２７年度予算書（収支計算書ベース）で予定した以上の会員が入会したと

 



 

きに納入する預託金に係る預り預託金充当資産取得支出の増加 
② 平成２７年度予算書（収支計算書ベース）で予定した以上の会員の純資産額の

見直しによる預託金の増加が生じたことによる預り預託金充当資産取得支出の

増加 
（２） Ⅲ 財務活動収支の部 ２．財務活動支出 ① 預り預託金返還支出 預り預託

金返還支出において、以下の理由により支出が増加した場合 
① 平成２７年度予算書（収支計算書ベース）で予定した以上の会員が退会したと

きに返還する預託金に係る預り預託金返還支出の増加 
② 平成２７年度予算書（収支計算書ベース）で予定した以上の会員の純資産額の

見直しによる預託金の減少が生じたことによる預り預託金返還支出の増加 

 


	【資料２　別添２・別添３】　平成２７年度予算付議用（収支計算書・正味財産）
	収支計算書付議用

	【資料２　別添２】　平成２７年度予算書注記事項

